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特 集特 集
対談「葬儀と相続」対談「葬儀と相続」

わが国は、超高齢社会が到来し、死亡者数は年々増加しています。人が亡くなると当然、「葬儀」と「相続」が絡
んできます。今回は、インターネットで葬儀を運営する株式会社ユニクエスト・オンライン取締役の清水将行氏
と、司法書士法人ABC代表の椎葉基史の対談をお届けします。

椎葉代表（以下、椎葉）：超高齢社会となり、死亡者数は年
間約127万人、2040年ごろまで増加を続けていくといわれ
ています。葬儀、相続市場もそれに合わせて拡大していくこ
とは明確です。そこで今回は、インターネットで定額・低料金
の葬儀「小さなお葬式」を運営する株式会社ユニクエスト・
オンライン取締役の清水部長をお迎えし、それぞれの業界
が抱える課題、顧客満足に向けての業界の在り方について
語り合っていきたいと思います。それでは、よろしくお願い
します。
清水部長（以下、清水）：はい、よろしくお願いします。
ユニクエスト・オンラインは「不透明を透明化していく」と
いう企業理念のもと事業開始より10年を越えました。当初
は、「葬儀本」という、いわゆる葬儀の価格比較サイトをイン
ターネット上で運営していました。運用をしつつ情報収集す
る中で、葬儀費用がいくらになるのか分からないというお
客さまの声が非常に多くあり、それに対して答えるべく
2009年より「小さなお葬式」事業を開始しました。現在は、
儀式の回数によって料金設定をした火葬式、一日葬、家族

葬の3つのプランを展開しています。葬儀の平均相場が
122万円（日本消費者協会調べ）という中、当社では通夜・
告別式を行う小さな家族葬プランでも50万円を切った金
額で、低額かつ追加料金一切不要のサービスを全国に提
供しています。事業開始当初は「そんな金額でできるかっ！」
という業界からの反発が多くありました（笑い）。今でも多少
はあるようですが…、それでも葬儀会館の稼働率は2割や3
割ほどしか稼働しておらず、収入が全くないよりはというこ
とで、ご協力いただける式場さまも現在では3000カ所以上
に増えています。
当時の葬儀業界では同様の商品は全くなく、お花を少し
豪華にするだけで、何十万と追加費用が加算され、雪だる
ま式に膨れ上がっていって、初めは150万円と聞いていた
のに葬儀が終わってみると200万、300万円の支払いにな
り揉めてしまうケースが多くありましたね。
椎葉：今では「小さなお葬式」と同じようなサービスを行っ
ているところも増えていますよね。一般のかたからの反響も
開始当初からあったのでしょうか？
清水：当初は「本当にこの金額でできるの？」と聞かれるこ
ともありましたが、葬儀が終わって「本当に追加料金がかか
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●「不透明を透明に」
葬儀業界を変えたサービス



らなかった」と驚かれるかたも多くいらっしゃいますね。

清水：その後「小さなお葬式」で葬儀を終えたお客さまか
ら、相続関係のご相談を受けるようになり、約1年前より「相
続の窓ぐち」を開始しました。やはり葬儀の後は当然、相続
が絡んでくるので、インターネットで探してもいろんなメ
ニューがあり、金額もまちまちで「一体いくらかかるのか？」、
お客さまによっては「私は何をすればいいんですか？」とい
う本当に根本的な質問もありました。そこで、あなたにとっ
てベストな選択としては、この司法書士さんや行政書士さ
ん、場合によってはこの税理士さん、というようないわゆる
士業の橋渡し役という立場で開始しています。良い葬儀を
挙げてもらったとご満足いただいたお客さまから、現在では
月に200件以上のお問い合わせをいただいている状況で
す。
椎葉：葬儀の方で満足していらっしゃるので、「相続の窓ぐ
ち」の方でも価格部分に良いイメージで問い合わせいただ
いているのですね。ちなみに、ご相談内容にはどのようなも
のが多いのでしょうか？
清水：基本はやはり、自宅の名義変更や預貯金の解約が
多いですね。相続放棄という話も関西では非常に多いです。
あとは遺品整理がらみなど「相続の窓ぐち」のメニューに出
しているものが多いですね。
椎葉：私どもの事務所の商品としても、ちょうど7，8年前か
ら「相続放棄」を提供しています。統計を見るとバブル崩壊
後から急増している手続きなのですが、当時は専門家側で
全くサービス提供されていませんでした。われわれの業界
でも葬儀業界と同じように価格の部分が不透明で、実費別
途という部分に不安を感じるかたは多くいらっしゃいます
ので、実費を含めた料金で提供させてもらっています。
清水：一般のかたは実費という言葉の概念をまず持って
いないので、「その実費部分が倍ぐらいあるのではない
か？」というような認識をお持ちのかたがいらっしゃいます。
われわれのパンフレットでは、別途費用として登録免許税
がかかりますというような表現にしてあえて実費という表現
は出していません。
椎葉：確かにそうですね。本当に専門家の商品は価格が
不明瞭というか、一般のかたが何度も買う商品ではないで
すし、さらには相場というものもこの業界にはないので、い
かにその値段が分かりやすいか、明確であるかというとこ
ろが大事ですね。

清水：僕らが思ったのは司法書士さんという存在を分
かってない人がほとんどということですね。
椎葉：そうですね。日本ではできるだけ専門家を使いたく
ないという発想のかたがほとんどで、専門家を使うことの

メリットや、どんなリスクが回避できるのかということをしっ
かり一般のかたに知ってもらえるようにする必要があります。
価格の部分もその一環で、受け入れてもらうために分かり
やすく情報を発信しないといけないですね。
清水：逆にわれわれも、これって良くないなと思うことが
あって、士業の先生たちと話していると専門用語を使うので、
だんだん僕の言葉がプロ化してきてしまうんですよね。やは
り、われわれが間に入っている以上専門的な言葉をある程
度、翻訳した状態でお客さまに伝えないと理解できないの
で、いかにうまく咀嚼して話すかというところは、結構苦労し
た部分ですね。
椎葉：専門家の人は、専門用語を使っている感覚もない
んですよね。分かりやすい言葉で話しても情報量が多すぎ
て、理解が追い付かないということもあります。言葉ももちろ
んそうですが、普段触れない情報なのでどれだけ分かりや
すい資料を作るか。打ち合わせした内容や、現状どんな問
題があって、解決すべきことをうちでどう提供できるのかを、
必ず資料として持ち帰ってもらう。相続の相談の場合は家
族と相談しますというケースが多くあるので、家族会議に
なった時に資料があったほうがいいですよね。そういったこ
とにしっかり取り組んでいきたいと思いますね。
清水：やはりそういった分かりやすい資料は大事ですよ
ね。われわれのパンフレットでも相続という表現ではなく
「ご自宅」と「預貯金」という見出しを付けています。相続と
いう言葉自体が一般慣れしていないので、「相続ってお金
持ちがすることでしょう」という認識がほとんどです。相続で
揉めるケースの7割ぐらいは5000万円以下という統計が出
ている以上、本来は一般のかたの方が相続の対象なんです。

椎葉：今後はやはり情報を発信して、分かりやすいサービ
スを提供していきたいと考えています。同時に「相続の窓ぐ
ち」のように、一般のかたがアクセスしやすくなるように、他
業種のかたと連携するという部分をもっと広げていきたい
と考えています。逆にわれわれが入り口になった仕事の中
で、例えば不動産の売買や、生前の相談だと葬儀などの話
が出ることもあります。最近だと保険、それこそ遺品整理も
そうですね。専門家からすると自分のジャンル外の仕事な
ので普通なら扱わない部分を、われわれが窓口となって
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● 相場のない相続費用を明瞭に
利用者が感じる実費への不安解消

● 無関係でいられない相続争い
約７割が5000万円以下の遺産で揉める

● 重要なのは、他業種と連携し全体の
流れを見据えたワンストップサービス



案内できるようにしたいですね。「自分たちの担当はここだ
け」という考えでは、視野が狭くなります。
清水：われわれも同じ発想です。今は葬儀をインターネッ
トで集客してというのが主軸となっていますが、この事業自
体がいつまでも続くわけではないのでそこからの裾野を広
げていかなくてはなりません。葬儀が終われば、当然相続
が関わってくるので、その部分をわれわれが提供していくと
いうのは当然社会的意義もありますし、やるべきところであ
ると考えています。

椎葉：相続発生後で最初に葬儀会社さんが関わるので、
そこがしっかり旗振りをしてくれるとお客さまにとってもい
いですよね。あとは生前というのは一つの課題ですよね。
清水：そうですね。生前契約で特に相続関係の部分は今
後の葬儀業界では必要になってくるでしょうし、いかに開拓
していくかという所ですね。社内でも企画をしている段階で
す。相続は葬儀業界でも収益の柱になりつつあるので、あと
はやり方をどうするかという部分だと思っています。
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●シリーズ●「負債相続」最前線！

第 8回 経営者が抱える相続問題
当法人の代表司法書士・椎葉基史は、業界に先駆け、いち早く、借金などのマイナス財産の相続を指す「負債

相続」で困窮する人（＝「負債相続難民」）の救援に乗り出し、現在までに2000件以上の相談に対応してきました。
このコーナーでは、「負債相続」についての基礎知識や具体的な事例を紹介します。

（3）

中小企業経営者の7割が抱えるリスク、
     経営者保証によって全財産を奪われる
前回に引き続き、「経営者が抱える相続問題」をテーマに
解説します。
次のグラフは経営者の交代率（社長が交代した数を企業
数で割ったもの）を示したものです。経営者の高齢化によっ
て、本来はもっと交代率は上がるべきものですが、実際には
年々下がっています。つまり、事業承継がうまくいっていな
いということを表しています。
　では、なかなか事業がうまく承継できないからというこ
とで、倒産や廃業を検討すると、今度は当然、経営者保証の
問題にぶち当たるようになります。
「平成24年度個人保証制度に関する中小企業の実態調
査」（株式会社リベルタス・コンサルティング 2013年3月

発表）によると連帯保証の金額の方が個人資産よりも多い
と答えている人が50パーセント、そして個人資産と同じくら
いと答えている人が20パーセントとなっています。つまり、7
割の経営者が倒産、廃業してしまうと、個人の全財産が奪わ
れてしまう状況があるということです。これが世代交代を難
しくしている背景でもあると経営者の皆さんが答えています。
当然、事業を引き継ぐ場合には、例えば長男が引き継ぐと
しても、長男は長男で自分の配偶者や子供の理解をなかな
か得にくいのです。会社を継げば、会社が借り入れている数
億円の連帯保証を引き継がないといけないとなると、ご家
族の理解はなかなか得られないでしょう。
そこで、この経営者保証の問題に対して、国も動き出して

会社と共に年を取り、世代交代”できない”事実
交代率＝社長交代数÷企業数
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メリットや、どんなリスクが回避できるのかということをしっ
かり一般のかたに知ってもらえるようにする必要があります。
価格の部分もその一環で、受け入れてもらうために分かり
やすく情報を発信しないといけないですね。
清水：逆にわれわれも、これって良くないなと思うことが
あって、士業の先生たちと話していると専門用語を使うので、
だんだん僕の言葉がプロ化してきてしまうんですよね。やは
り、われわれが間に入っている以上専門的な言葉をある程
度、翻訳した状態でお客さまに伝えないと理解できないの
で、いかにうまく咀嚼して話すかというところは、結構苦労し
た部分ですね。
椎葉：専門家の人は、専門用語を使っている感覚もない
んですよね。分かりやすい言葉で話しても情報量が多すぎ
て、理解が追い付かないということもあります。言葉ももちろ
んそうですが、普段触れない情報なのでどれだけ分かりや
すい資料を作るか。打ち合わせした内容や、現状どんな問
題があって、解決すべきことをうちでどう提供できるのかを、
必ず資料として持ち帰ってもらう。相続の相談の場合は家
族と相談しますというケースが多くあるので、家族会議に
なった時に資料があったほうがいいですよね。そういったこ
とにしっかり取り組んでいきたいと思いますね。
清水：やはりそういった分かりやすい資料は大事ですよ
ね。われわれのパンフレットでも相続という表現ではなく
「ご自宅」と「預貯金」という見出しを付けています。相続と
いう言葉自体が一般慣れしていないので、「相続ってお金
持ちがすることでしょう」という認識がほとんどです。相続で
揉めるケースの7割ぐらいは5000万円以下という統計が出
ている以上、本来は一般のかたの方が相続の対象なんです。

椎葉：今後はやはり情報を発信して、分かりやすいサービ
スを提供していきたいと考えています。同時に「相続の窓ぐ
ち」のように、一般のかたがアクセスしやすくなるように、他
業種のかたと連携するという部分をもっと広げていきたい
と考えています。逆にわれわれが入り口になった仕事の中
で、例えば不動産の売買や、生前の相談だと葬儀などの話
が出ることもあります。最近だと保険、それこそ遺品整理も
そうですね。専門家からすると自分のジャンル外の仕事な
ので普通なら扱わない部分を、われわれが窓口となって
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✿　セミナー REPORT　✿

「きれいな店じまいと限定承認」
～負債相続で泣かないために～

2017年7月20日（東京）、同月27日（大阪）、生命保険会社の営
業担当者をメーンに開催されている、染宮教育総研様主催の「生
保営業最強セミナー」に椎葉基史が登壇しました。

今回のセミナーでは
・ひたひたと近づいている『店じまい』の現実
・連帯保証からは逃げられない…それってホント？
・知られざる『限定承認』実務の世界
・相続放棄しても、空き家の解体費は放棄できない罠

などについて解説しました。

中小企業の経営者の多くは、会社の借り入れを行っており、連帯保証に入っています。その状態で経営者が亡くなって
しまうと、遺された家族が負債を引き継いでしまうことになります。このような場合に有効な制度として「限定承認」があり、
「生命保険」と組み合わせることでさらに威力を発揮します。

中小企業の経営者と関わる機会の多い生命保険業者へ、相続のリスクを周知し、保険を活用した生前からの相続対策
の普及を目指します。

います。2014年2月に金融庁から、全国の金融機関に対し
て、「経営者保証に関するガイドライン」が発表されました。
端的にいうと、今現在、経営者が保証しているものを、一定
の条件を満たせば保証人から外しましょうというルール決
めをしたものです。金融機関としては、あくまでもこのガイド
ラインは努力義務としています。ですから、そういう企業が
あれば、積極的にこのガイドラインを活用しなさいといって
いるだけで、法的な規制はありません。
このガイドラインについて、詳しく中身を見ていくと、その
中小企業に求められているハードルがあります。まず、財務

状況が良い、しっかりと黒字が出ているということが条件に
なっています。そして、会計帳簿の透明性を確保して情報公
開に努めなさい、もし金融機関から情報公開を求められれ
ば即座に出せる状況を作りなさいということが条件です。し
かし、実際にこれらの条件を満たすことができる小規模企
業はほとんどありません。そもそも、これらを満たす会社で
あれば、事業承継や経営者保証で悩むことはないでしょう。
赤字企業が使えないガイドラインは何のためにあるのかと
いうことなのです。（次回に続く）


